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は、1949 年 8 月 12 日のジュネーヴ諸条約の国際的な武力紛争の犠牲者の保護に関する追加
議定書（議定書 I）（以下、第 1 追加議定書）35 条 1 項において「戦闘の方法及び手段を選
ぶ権利は、無制限ではない」と規定される。このコロラリーとして、過度の傷害または無
用の苦痛を与える兵器を用いることは禁止される（同 35 条 2 項）。この不必要な苦痛を与
える兵器の禁止は、1868 年の戦時における 400 グラム未満の爆発性投射物の使用を放棄す
る宣言（以下、サンクトペテルブルク宣言）前文に規定されて以来、兵器の規制の根幹を
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いるものとして、藤田久一『国際人道法〔新版（再増補）〕』（有信堂、2003 年）3 頁。 
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 クラスター弾による文民の付随的損害について、仲宗根卓「クラスター弾に関する条約の
構造 －事後措置重点化による武力紛争法への影響－」『国際安全保障』37 巻 4 号（2010 年）
48 頁。 
6
 Legality of the Treat or Use of Nuclear Weapons, Advisory Opinion, I.C.J. Reports 1996, p. 266, 







国際法上武力行使の規制に関する法（jus ad bellum）上の目的と、国際人道法（jus in bello）
上の目的とに分類することができる。jus ad bellum 上の目的は、自衛権の場合は敵の攻撃の
中止・撃退であり、国連安全保障理事会（以下、安保理）決議にもとづく集団行動の場合
は国際の平和および安全の維持・回復となる。この jus ad bellum 上の目的は、武力紛争によ









3 条にはその規定はなく、また 1949 年 8 月 12 日のジュネーヴ諸条約の非国際的な武力紛争
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国際刑事裁判所（ICTY）や赤十字国際委員会（ICRC）の見解について、新井京「非国際的
武力紛争に適用される国際人道法の慣習法規則 －赤十字国際委員会『慣習国際人道法』研
究の批判的考察－」『同志社法学』60 巻 7 号（2009 年）1133-1136 頁。 
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第 1 章 武力紛争の多様化と遂行目的 
 
第 1 節 武力紛争の多様化 





















 国際人権法のほか、武力行使の規制に関する法（jus ad bellum）も武力紛争時に継続して
適用されることが主張されるようになってきている15。ラテン語の名称どおり、国際人道法
（jus in bello）が戦争中に適用される法であったのに対し、jus ad bellum は当初は戦争に訴
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 山本草二『国際法〔新版〕』（有斐閣、1994 年）704 頁。 
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 石本泰雄『国際法の構造転換』（有信堂、1998 年）6-7 頁。 
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 寺谷広司「人道・人権の理念と構造転換論 －人道法は人権法の特別法か」村瀬信也・真
山全編『武力紛争の国際法』（東信堂、2004 年）213 頁。 
13
 Legality of the Treat or Use of Nuclear Weapons, supra note 6, p. 240, para. 25. 
14
 Conséquences juridique de l’édification d’un mur dans le territoire palestinien occupé, avis 
consultatif, C.I.J. Recueil 2004, pp. 177-178, paras. 105-106. 
15
 C. Greenwood, “The Relationship of Ius ad Bellum and Ius in Bello”, Review of International 
Studies, Vol. 9, No. 4 (1983), p. 223. 
7 
えるための法であった16。つまり、平時から戦時へと移行させる際の法であり、戦時へと移
行した後は jus ad bellum の適用は考えられてこなかった。しかし、1928 年の戦争抛棄ニ関
スル条約（不戦条約）で戦争が違法化され、さらに国連憲章により武力行使が禁止された
ことにより、jus ad bellum の中核は、戦争に訴える権利から武力行使の禁止へと変化するこ










ては、1949 年のジュネーヴ諸条約および 1977 年の 2 つの追加議定書の採択等を経て、非常
に完成度の高い規制が課されるようになってきている。国連憲章により武力行使が禁止さ














 このように、国連憲章の成立により、jus ad bellum の性格が大きく転換するとともに、そ
の影響を受け jus in bello たる国際人道法も転換を迫られることとなった19。しかし、このよ
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 真山全「現代における武力紛争法の諸問題」村瀬信也・真山全編『武力紛争の国際法』（東
信堂、2004 年）5 頁。 
17 石本「前掲書」（注 11）16-17 頁。 
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ていればよいということには疑問の余地が残る。この点についても、上述の jus ad bellum の
継続適用の観点から、改めて第 2 章で論じることとする。 
 
第 2 款 非国家主体の敵対行為の規制 
 第 1款で述べたことは、原則として国際的武力紛争に関する内容である。jus ad bellumは、









                                                                                                                                                  
202-203 頁。 
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 自決権等の観点から非国際的武力紛争における jus ad bellum について検討がなされるこ
ともある。西海真樹「武力不行使原則の現代的変容 －民族解放戦争の位置づけをめぐっ
て」『法学新報』91 巻 8・9・10 号（1985 年）372-373 頁、F. Bugnion, “Jus ad Bellum, Jus in Bello 
and Non-International Armed Conflicts”, Yearbook of International Humanitarian Law, Vol. 6 
(2003), p. 169; Megret, Frédéric, “Causes Worth Fighting for : Is There a Non-State Jus ad Bellum?”, 
A. Constantinides and N. Zaikos (eds.), The Diversity of International Law : Essays in Honour of 










ネーヴ諸条約第 2 追加議定書にとどまる。そのほか、1954 年のハーグ文化財保護条約や、
2001 年に改正された特定通常兵器使用禁止制限条約等が挙げられるが24、国際的武力紛争の
場合に比べると、適用可能な条約は極めて少ない。そのため、慣習国際人道法の適用がよ
り重要となるが、この点については第 3 章第 1 節で検討することとする。 




共通 3 条や第 2 追加議定書においても、「一国の領域内の武力紛争」という場所的範囲が定
められている。これに対し、対テロ戦争は、多くの場合国境を越えて武力紛争が行われる
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 新井京「『新しい戦争』と武力紛争法」『国際問題』587 号（2009 年）7-8 頁。 
26
 たとえば、アルカイダへのジュネーヴ条約の適用を否定する見解として、”Statement by 
the Press Secretary on the Geneva Convention”, Office of the Press Secretary, 7 May 2003, available 
at < http://georgewbush-whitehouse.archives.gov/news/releases/2003/05/20030507-18.html >. 
27
 N. Melzer, Targeted Killing in International Law (2008), pp. 262-269. 
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そこで、第 2 章では自衛権（第 1 節）と安保理決議にもとづく集団行動（第 2 節）におけ





第 2 節 武力紛争の遂行目的 













                                                                                                                                                  





















 見方を変えると、武力紛争の最終目的は jus ad bellum 上の軍事的目的であり、戦争目的は
jus in bello 上の軍事的目的であるということができる。jus ad bellum 上の目的は、自衛権や
安保理の集団行動において適用される比例性原則（principle of proportionality）のなかで重要









敵対行為の規制に資することになる。その詳細については、第 2 章（jus ad bellum 上の目的、
                                                  
29
 H. Meyrowitz, Le principe de l’égalité des belligérants devant le droit de la guerre (1970), p. 
198. 
30
 L. Oppenheim (H. Lauterpacht (ed.)), International Law: A Treatise, Vol. II: Disputes, War and 
Neutrality (7th edition, 1952), pp. 225, 336, 457-458. また、本論文第 4 章第 1 節参照。 
31
 Meyrowitz, supra note 29, p. 198. 
32
 Ibid., pp. 198-199. 
12 
比例性原則）および第 4 章（jus in bello 上の目的、軍事的必要性）で論じることとする。 
 
第 2 款 国際人道法の平等・差別適用論 
（1）国際的武力紛争における平等適用の必要性 
 以上で述べたように、武力紛争の規制に関する jus ad bellum も jus in bello も独自の目的を
設定しており、本論文ではその各々の目的にもとづく敵対行為の規制について考察を行う。
次の第 2 章においては、jus ad bellum 上の目的にもとづく敵対行為規制について検討を行う
が、敵対行為の規制を行うのは第一義的には国際人道法（jus in bello）である。そのため、
ある特定の敵対行為を規制するにあたり、適用法規としての両法の関係が問題となりうる。 
 jus ad bellum 上の目的の jus in bello への影響については、以前から国際人道法の平等適
用・差別適用の文脈で論じられてきた33。jus ad bellum に違反して武力行使が行われた場合、
違反した側の国（侵略国）は jus in bello 上の利益を享有しないとするのが差別適用であり、
被害国と同様に享有するとするのが平等適用である。差別適用が妥当するのであれば、jus ad 
bellum が武力紛争中に継続適用されるか否かにかかわらず、侵略か自衛権か安保理決議にも
とづく集団行動かによって、適用される jus in bello が異なることになる。そのため、jus in 
bello の差別適用が部分的にでも認められるのであれば、jus ad bellum 上の目的にもとづく敵
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斐閣、1962 年）80-83 頁、藤田『前掲書』（注 1）47-48 頁。 
35
 H. Lauterpacht, “The Limits of the Operation of the Law of War”, British Year Book of 
International Law, Vol. 30 (1953), p. 208. 国家の権利義務と個人の権利義務を詳細に分類し、
国家に関する規則にのみ差別適用を主張する見解として、Q. Wright, “The Outlawry of War 
and the Law of War”, American Journal of International Law, Vol. 47, No. 3 (1953), pp. 370-375. 
36
 G. Schwarzenberger, “Legal Effects of Illegal War”, F. A. Frhr. V. D. Heydte, I. 
Seidel-Hohenveldern, ST. Verosta und K. Zemanek (Hrsg.), Völkerrecht und rechtliches Weltbild : 
Festschrift für Alfred Verdross (1960), pp. 251-252. 
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波書店、1965 年）96 頁。 
40
 国連の集団安全保障体制下における国連の活動を国際警察活動ととらえる見解として、
宮崎繁樹「今日における『戦争法規』の役割」『ジュリスト』337 号（1965 年）79 頁。 
41
 筒井若水『現代国際法論 －国際法における第三状態－』（東京大学出版会、1972 年）
163-164 頁。 
42
 藤田『前掲書』（注 1）49-50 頁。 
43
 『同上書』50 頁。 
44
 真山全「前掲論文（注3）212頁、Security Council Resolution 670, U.N. Doc. S/RES/670 (1990), 
25 September 1990, para. 13. 
45
 真山全「前掲論文」（注 16）7 頁。 
46
 Lauterpacht, supra note 35, pp. 211-212. 
47
 藤田『前掲書』（注 1）39 頁。 
14 
武力紛争において人道を実現するためである。正義の実現は jus ad bellum に委ねるべきであ
り、その目的を jus in bello にまで持ち込むべきではない。両法は切り離して適用できるだけ
でなく、切り離して適用すべきであるといえる。侵略の場合と自衛および安保理決議にも
とづく集団行動の場合とで、適用される jus ad bellum の規則が異なりうることは次章で述べ

















さらに、この場合も jus ad bellum は関係していない49。非国際的武力紛争の場合、紛争当事
者間の相互主義は問題となりうるが（第 3 章第 1 節参照）、相互主義と平等適用を混同して
はならない50。 
 平等・差別適用は、jus ad bellum が当事者間に適用されることが前提となる。従来、自決
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題が取り上げられることがあるが、これらは jus ad bellum とは直接関係がないため、平等
適用の問題とはならない。A. Roberts, “The Equal Application of the Laws of War : a Principle 
under Pressure, International Review of the Red Cross, Vol. 90, No. 872 (2008), pp. 948-950. 
50
 藤田『前掲書』（注 1）44 頁。 
15 
すなわち jus ad bellum が国家と非国家主体の間にも適用されることになる。そのような状況
においては、jus in bello が平等適用されるか否かは問題となりえよう。しかし、その場合に
平等適用と差別適用のいずれを選択すべきかの判断は、国際的武力紛争の場合と同じ論理




第 2 章 国連の集団安全保障体制下における武力紛争の規制 
 
第 1 節 自衛権の要件の継続適用 











jus ad bellum が武力行使を規律する。本章では、この jus ad bellum が jus in bello の穴を埋め
ることについて、とりわけ自衛権および安保理決議の比例性原則の観点から検討すること
とする。 








宣言を行うことで jus ad bellum 上の制限からは解放されたのである53。そして、戦時に入っ
                                                  
51
 藤田『前掲書』（注 1）82-126 頁、鈴木和之『実務者のための国際人道法ハンドブック』
（内外出版、2013 年）80-161 頁。 
52
 実際には、領域国の同意または要請によっても武力行使の違法性は阻却されると考えら
れるが、本論文においては jus ad bellum 上の問題に限定して考察することとする。同意に
よる合法的な武力行使について、I. Brownlie, International Law and the Use of Force by States 
(1963), p. 317. 近年の対テロ戦争の文脈においても、イエメンやイラクなどがアメリカ等に
よる武力行使への同意を表明している。イエメンについて、Report of the Special Rapporteur 
on the Promotion and Protection of Human Rights and Fundamental Freedoms while Countering 
Terrorism, A/68/389 (18 September 2013), p. 15, para. 52. イラクについて、「軍事参加各国に温
度差 －対『イスラム国』主権侵害を懸念」『朝日新聞』（2014 年 9 月 26 日）朝刊 13 頁。 
53
 C. Greenwood, “The Effects of the United Nations Charter on the Law of Naval Warfare”, W. H. 




るにあたり、適用法規も戦争に訴えるための法（jus ad bellum）から戦争における法（jus in 
bello）へと切り替わるものとされてきた。しかし、戦争に訴えることのみならず、武力行
使一般が禁止される国連憲章体制下においては、二元論的な理解は再考を迫られており、jus 
ad bellum が適用されえない戦争状態はもはや存在しないと主張される54。そのため、jus ad 
bellum が武力紛争開始後に適用されないという積極的な理由は消滅することとなった。 


















                                                                                                                                                  
on the Law of Naval Warfare (1995), p. 136. 
54
 田中佐代子「自衛権行使における均衡性原則の射程」『国家学会雑誌』123 巻 9・10 号（2010
年）106 頁。 
55
 Greenwood, supra note 15, p. 223. 
56
 根本和幸「国際法上の自衛権行使における必要性・均衡性原則の意義（1）」『上智法学論
集』50 巻 1 号（2006 年）80-81 頁。 
57
 Legality of the Treat or Use of Nuclear Weapons, supra note 6, p. 245, para. 41; Oil Platforms 








る見解として、広瀬善男『力の行使と国際法』（信山社、1989 年）209 頁。 
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れ、jus in bello 上合法な敵対行為はありうるが、その場合でも jus ad bellum 上は違法であり
続ける。侵略の場合、比例性原則のように個別の敵対行為の合法・違法を判断する基準は
提供されない。他方で、あらゆる敵対行為が jus ad bellum 上違法と判断され、国連の集団安
全保障措置の対象となるのである。 
 





                                                  
60
 自衛権の例外的性格について、B.-O. Bryde, “Self-Defence”, Encyclopedia of Public 
International Law, Vol. 4 (1982), pp. 213-214. 
61
 たとえば 1990年の湾岸戦争の際には、イラクに対してまず決議 660でクウェートから即
時かつ無条件に撤退するよう要請し、決議 661 により全面禁輸が決定され、決議 678 によ
り国連加盟国による武力行使が容認されている。Security Council Resolution 660, U.N. Doc. 
S/RES/660 (1990), 2 August 1990, para. 2; Security Council Resolution 661, U.N. Doc. S/RES/661 
(1990), 6 August 1990, para. 3; Security Council Resolution 678, U.N. Doc. S/RES/678 (1990), 29 
























る原則である（ジュネーヴ諸条約第１追加議定書 51 条 5 項（b））。こうした観点から、本






たれなければならない」と述べていることに起因するものと考えられる。“Mr. Webster to Mr. 





ないとする見解として、J. Gardam, Necessity, Proportionality and the Use of Force by States 
(2004), p. 155. 
64
 自衛権の比例性原則の継続適用について詳細に検討したものとして、田中「前掲論文」




（有斐閣、2011 年）536-537 頁（酒井啓亘執筆）。 
66
 根本「前掲論文」（注 56）79 頁。 
67
 村田斉志「行政法における比例原則」藤山雅行・村田斉志編『行政訴訟（新・裁判実務
大系 25）〔改訂版〕』（青林書院、2012 年）83 頁。 
20 
論文の限りにおいては、前者の原因行為との proportionality を「均衡性」と訳し、後者の目
的との proportionality を「比例性」と訳すこととする。 























いては、jus ad bellum の継続適用が実際上の何らかの意義を有することは考えにくい75。 
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 そこで、本節では、リビアにおける NATO による空爆の事例を主たる素材として、安保
理決議にもとづく多国籍軍の軍事行動に、いかなる根拠にもとづきいかなる制限が課され
るかについて明らかにすることを目的とする。その検討にあたっては、まずリビアにおけ
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第 1 款 リビア空爆における国際人道法の適用 
（1）安保理決議 1973 第 4 項による武力行使の容認 
 2011 年 2 月、反政府デモが武力衝突に発展し、内戦に突入する82。国連は、まず安保理決
議 1970 により、リビアに対して武器の禁輸等の非軍事的措置を課したうえで、暴力の即時
中止を要求した。しかし、それでもカダフィ政権による文民に対する空爆等が継続された
ため、安保理は 3 月 17 日に武力行使を容認する決議 1973 を採択する。同決議にもとづき、
各国が 3 月 19 日から軍事行動を開始し、3 月 31 日には NATO 主導のユニファイド・プロテ
クター作戦が開始する。同作戦においては、2 万 5000 回以上航空機が出動し、約 8000 回の
空爆が行われたが、10 月 20 日に反政府勢力によりカダフィが殺害され、10 月 31 日に安保
理決議 2016 にもとづき空爆が終了した。 

















 リビアにおいては、この NATO 対カダフィ軍の国際的武力紛争と並行して、リビア政府
対反政府勢力の内戦も生じていた。その内戦においては文民に対する攻撃や拷問等が多く
みられたため、その調査のため、内戦発生 10 日後の 2 月 25 日に、国連人権理事会がリビ
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は、まず NATO の同書簡の検討を行い、そのうえで NATO の軍事行動を制限した国際法上
の根拠について検討する。 
 
第 2 款 安保理決議の比例性原則にもとづく人道の実現 
（1）リビアにおける NATO の軍事行動 
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（2）安保理決議上の jus ad bellum の継続適用 
 リビア国際調査委員会では、専ら国際人道法に依拠して調査が行われたが、武力紛争を
規律する法は、国際人道法だけではない。ラテン語で jus in bello と表現される国際人道法が
ある一方で、jus ad bellum と表現される武力行使の規律に関する法が他方にある。jus ad 
bellum は、武力行使を禁止する国連憲章 2 条 4 項を中核に据え、その例外としての自衛権と
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拠は、憲章 24 条 2 項が、安保理は国連の目的に従って行動しなければならないことを規定
する点に求められる。その目的を規定する同 1 条 1 項は、国際の平和と安全の維持を第 1
の目的として掲げ、その目的の実現は、正義および国際法の原則に従って行うことを明記
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の 3 つの事例にとどまる。 
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 なお、この比例性原則は jus ad bellum 上の規制であるが、jus in bello とは別個重畳的に課
されるため、jus in bello の平等適用を侵害するものではない。しかし、実際上は、決議にも
とづき行動する NATO の側だけに制限が課されることになるため、当事者間の義務のバラ
ンスの観点からはやや不当であるようにも思われる。しかし、安保理決議は、武力行使の
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禁止し、極めて例外的に許容される軍事行動に課される jus ad bellum 上の条件として、適切
な規制であると考えられる。 
 以上で述べたように、国連の集団行動においては、安保理決議上の jus ad bellum の比例性

























第 3 章 非国家主体との武力紛争の規制 
 
第 1 節 内戦の規制 
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（a）第 2 次世界大戦以前の交戦団体としての位置づけ 
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（ii）ジュネーヴ諸条約第 2 追加議定書からの「紛争当事者」の削除 
 敵対武装集団の位置づけの不明確化は、第 2 追加議定書において一層拡大する。条約が
採択される直前までは、5 条に「この議定書から生ずる権利及び義務は、すべての紛争当事
者に平等に適用される。」とする規定があり、敵対武装集団への条約適用の意図が明確に確
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 ただし、このことは、敵対武装集団が第 2 追加議定書ないし国際人道法における位置づ
けを完全に失ったことを意味するわけではない。第 2 追加議定書は、共通 3 条を「発展さ
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第 2 款 敵対武装集団への国際人道法の適用可能性 
（1）条約非締約者としての敵対武装集団への条約の適用 
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したがって、起草過程から共通 3 条の拘束性を判断することはできない。 
 こうした見解の不一致は、第 2 追加議定書の準備作業である国際人道法の再確認と発展
のための外交会議においても解消することはなかった。本会議においては、コロンビアの
主張のように敵対武装集団の拘束性を否定する見解がなかったわけではないが179、共通 3
条が敵対武装集団を拘束する規定であるため、その共通 3 条を発展させ補完する第 2 追加
議定書も敵対武装集団を拘束する、というように、理論的根拠が提示されずに所与のもの
としてその拘束性を論じる傾向が強かったといえる。 












 ④慣習法としての共通 3 条 
 ⑤同意なしに敵対武装集団が条約に拘束されるという慣習法 
                                                  
178
 現行の共通 3 条柱書は、英文では以下のとおりである。“In the case of armed conflict not 
of an international character occurring in the territory of one of the High Contracting Parties, each 
Party to the conflict shall be bound to apply, as a minimum, the following provisions”。日本語に
直すと読み取れないが、締約国（the High Contracting Parties）と述べた直後に、各紛争当






 Official Records of the Diplomatic Conference on the Reaffirmation and Development on 
International Humanitarian Law Applicable in Armed Conflict (1974-1977) (1978) (hereinafter, 
Official Records), CDDH/SR. 49, Annex, Vol. 7, p. 79. 
180
 Acte de la Conférence Diplomatique de Genève de 1949, supra note 115, p. 89; Commentary II, 
supra note 171, p. 34; CDDH/I/SR.24, para. 55. 
50 
 ⑥法の一般原則 











罪刑法定主義（nullum crimen sine lege）の観点からも、否定説は受容できない。 






よって敵対武装集団は共通 3 条や第 2 追加議定書に拘束されることになる。この理論に関
しては、（5）で再検討する。 
 ③は、主として条約法条約の論理を類推して、敵対武装集団にも条約の第三者効が及ぶ
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 事実上の当局に対しては、国家責任の文脈が妥当し、1980 年の国家責任条文暫定草案 14
条から、自らの行為に対する責任が発生すると考えられる215。また、新国家となることに
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3 条違反に関する規定はあるものの（2 項(c)）、直接第 2 追加議定書に関係する義務規定は
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第 2 款 19 世紀における軍事的必要性 
（1）アメリカの実践における軍事的必要性 
軍事的必要性の概念が登場するのは、主に 19 世紀以降のことである。ドイツでは学説に
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の法（lois de l’humanité／laws of humanity）に反するであろう（serait … contraire／would … be 
contrary）」と述べている。この文言を解釈すると、まず動詞句が条件法であることから、人
道の法に反するかどうかは、個別具体的な状況に応じて判断すべき解釈問題であるといえ
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第 3 款 第 2 次世界大戦後の軍事的必要性の議論 
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の傷病者に関する第 2 条約（海上傷病者条約）、捕虜に関する第 3 条約（捕虜条約）、文民
に関する第 4 条約（文民条約）の 4 つの条約（ジュネーヴ諸条約）である。第 1～3 条約が
既存の条約の改定に基礎をおいているのに対し、文民の保護を直接に規定した第 4 条約は
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462
 Ibid., pp. 263-264, paras. 19-24. 
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物や材料を使用できることを規定する第 1 条約 33 条 2 項や、「緊急な軍事上の必要がある
場合に」傷病者の看護を確保した後に軍艦内の病室を他の目的に使用できることを規定す
る第 2 条約 28 条、軍事的・政治的理由により、できる限り短い期間で捕虜の通信を一時的












また、利益保護国の活動については、共通 8 条（第 4 条約のみ 9 条）として 4 つの条約
すべてに規定されているが、草案ではそのすべての条約に軍事的必要性にもとづく活動制
限条項が設けられていた。これに対し、ニュージーランドが、捕虜と文民の保護は利益保
護国による監視や報告にまさにその本質があるため、傷病者の保護に関する第 1 条約や第 2
条約とは異なり、第 3 条約と第 4 条約からは軍事的必要性による活動制限条項を削除すべ
きとの提案を行った。この提案に対しては、ソ連が現実に活動を制限しなければならない
軍事的必要性がある場合を指摘し反対したが、それ以外に反対はみられず、そのまま投票
に付された。その結果、第 3 条約については 23 対 6（棄権 6）で、第 4 条約については 25
対 0（棄権 9）でニュージーランドの削除案が採択されている469。 
この起草経緯からも、各国が各条文の細部にわたるまで軍事的必要性の有無を入念に検
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 以下の条文に、軍事的必要性がある場合に義務が課されないことが規定されている。
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第 2 節 ジュネーヴ諸条約第 1 追加議定書上の軍事的必要性 









のは、世界人権宣言から 20 周年にあたる 1968 年にテヘランで開かれた国際人権会議の際
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された後、1973 年に ICRC により 1949 年のジュネーヴ諸条約に関する 2 つの追加議定書の






第 2 款 武力紛争時における軍事的必要性の機能 
（1）軍事的必要性による義務逸脱の明文規定 
ジュネーヴ諸条約第 1 追加議定書の起草作業は、前節で述べた流れを受け、国連や ICRC
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 寺谷「前掲論文」（注 12）213 頁、松葉真美「国際人道法と国際人権法の相互作用 －人
道法は人権法に優先するのか－」『レファレンス』58 巻 7 号（2008 年）48 頁。 
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Report of the Secretary-General, A/7720 (20 November 1969), pp. 23, 25, paras. 52, 58. また、
1970 年の報告書では、ゲリラ戦の許容性に関する議論のなかで軍事的必要性への言及がな
されている。Respect for Human Rights in Armed Conflicts, Report of the Secretary-General, 
A/8052 (18 September 1970), pp. 57, 60, 72, paras. 181, 191, 230. 
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Conférence, supra note 116, Vol.1, 3
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 partie, pp. 1-46. 
478
 田中「前掲論文」（注 277）117 頁。 
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許可しなければならない」と規定する、文民保護組織の活動に関する草案 55 条 1 項のみで
あった（現 62 条 1 項）483。 
しかし、外交会議の過程で、軍事的必要性を含む規定が新たに 3 つ設けられることとな
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る二つの議定書について」同『前掲書』（注 40）202-206 頁。 
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 Actes de la Conférence, supra note 116, Vol.1, 3
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 partie, p. 19. 
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 Ibid., Vol. 3, p. 263. 
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とになるが485、敵対当事者の権力内に陥った軍の文民保護組織の物品・建物については、
軍事的必要性がある場合には使用目的の変更が許されることとなった（現 67 条 4 項）486。 
2 つ目は、救済要員の活動についてである。草案では、62 条で救済活動に関する一般規
定が用意されていたが、救済要員についてより具体的に規定することが求められ、第 2 委
員会の作業部会で草案 62 条の 2 として救済要員に関する規定が採択された487。その 62 条
の 2 の 3 項に、「絶対的な軍事上の必要がある場合に限り、救済要員の活動を制限し、また
はその移動を一時的に制限することができる」との文言が挿入されることとなり、この規




かんを問わずその破壊や移動を禁止する条文であった。このうち草案 66 条 2 項の文言を、
「48 条に含まれる禁止は、それからの逸脱が絶対的な軍事的必要性によって要求される場
合を除き、自国の支配下にある紛争当事国の国家領域に適用される」とする修正案が、オ
ランダ、イギリス、アメリカにより提出された488。その後、草案 48 条と 66 条は統合され
現 54 条となるが、この軍事的必要性による逸脱を認める修正案は、必要な修正を加えて同
条 5 項に結実することとなった。 
以上の 4 か条が、第 1 追加議定書において軍事的必要性の義務逸脱機能を明示的に認め
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ンサスで修正案が採択されるに至っている。この議論の経緯につき、Actes de la Conférence, 
supra note 116, Vol. 12, pp. 397-403. 
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まず、35 条 1 項は「いかなる武力紛争においても、紛争当事者が戦闘の方法及び手段を
選ぶ権利は、無制限ではない」と規定するが（ハーグ陸戦規則 22 条と同旨）、その見出し
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伴って取り入れられたハーグ法規則もある。その典型例が、区別原則（48 条、51 条 4 項）、
軍事目標主義（48 条、51 条 5 項（a）、52 条 2 項）、および比例性の原則（51 条 5 項（b）、
57 条 2、3 項）である。これらはいずれも、軍事的に必要のない文民・民用物への攻撃を禁
止する規則を反映したものであると説明されることがある496。確かに、文民を攻撃するこ
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第 2 款 国際人道法の基本法的原則としての軍事的必要性 
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第 1 追加議定書の起草過程においてもみられた。ノルウェー代表は、第 2 追加議定書がコ
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第 1 款 文化財保護規則上の軍事的必要性の解釈 
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できる限りの（「成ルヘク（as far as possible）」）手段を講じるという努力義務を規定するに
とどまる。そのため、本条は第 2 次世界大戦の惨禍を防ぐのに十分な役割を果たすことは
できなかった。 










定される 53 条において、文化財に関する下記の規定が設けられることとなる。 

















1954 年に文化財保護条約が採択され535、1999 年にはそれを補完する 1999 年 3 月 26 日にハ
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（b）文化財保護条約 4 条：一般的な保護における軍事的必要性 
文化財保護条約は、平時における文化財の保全および武力紛争時における文化財の尊重
により文化財の保護を義務づけるが（2 条）、条約の中核を担うのが、文化財の尊重義務に
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保護制度は実質的な役割を果たしていない。しかし、11 条 2 項で規定された軍事的必要性
に対する制限は、1999年に採択された第 2議定書の規定に有益な示唆を与えることになる。 
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